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雨水出水浸水想定区域図の作成・公表について（通知） 

 

 令和８年８月１３日に千葉県全域にて発生した豪雨では、千葉市を始め多くの地域で内水氾濫による

多大な被害が発生しました。降雨規模は、時間最大降雨量が 115mm と下水道の計画規模を上回るもので

あり、下水道施設の増強によるハード対策を加速させるとともに、浸水リスクの住民への周知など、ソフ

ト対策の重要性が改めて浮き彫りになりました。 

 水防法（昭和２４年法律第１９３号）第１４条の２第２項及び第４項においては、下水道施設による浸

水対策を実施する全ての団体において、想定最大規模降雨に対する雨水出水想定区域を指定し、公表する

こととなっていますが、その作成状況については、作成済みが約８００団体、未作成が約３００団体※で

あるとともに、作成済の団体においても約４６％が未公表となっています。 

 ついては、以下の対応をお願いいたします。 

※ 既往最大降雨等で雨水出水浸水想定区域図を作成している団体も含む 

 

記 

 

１．水防法第１４条の２第２項及び第４項に基づく雨水出水浸水想定区域図の作成・公表 

①雨水出水浸水想定区域図を作成済みで未公表の団体においては、速やかに公表すること 

②未作成の団体においては、次期出水期までに雨水出水浸水想定区域図の作成・公表をすること 

 

なお、都道府県におかれましては貴管内市町村（政令指定都市除く。）に対しても、この旨周知してい

ただくよう合わせてお願いします。 

 



○水防法（昭和二十四年法律第百九十三号） 

（雨水出水想定区域） 

第十四条の二 略 

２ 市町村長は、当該市町村が管理する次に掲げる排水施設について、雨水出水時の円滑かつ迅速な避難

を確保し、又は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、国土交通省令で定める

ところにより、想定最大規模降雨により当該排水施設に雨水を排除できなくなつた場合又は当該排水

施設（第一号に掲げる排水施設にあつては、第十三条の二第二項の規定による指定に係るポンプ施設又

は貯留施設に接続する排水施設を含む。）から河川その他の公共の水域若しくは海域に雨水を排除でき

なくなつた場合に浸水が想定される区域を雨水出水浸水想定区域として指定するものとする。 

一 第十三条の二第二項の規定による指定に係る排水施設 

二 下水道法第二十五条の二に規定する浸水被害対策区域内に存する公共下水道等の排水施設 

三 特定都市河川浸水被害対策法第三条第三項（同条第五項において準用する場合を含む。）及び第四

項から第六項までの規定により指定された特定都市河川流域内に存する公共下水道等の排水施設 

四 前三号に掲げるもののほか、雨水出水による災害の発生を警戒すべきものとして国土交通省令で

定める基準に該当する公共下水道等の排水施設 

３ 前二項の規定による指定は、指定の区域、浸水した場合に想定される水深その他の国土交通省令で定

める事項を明らかにしてするものとする。 

４ 都道府県知事又は市町村長は、第一項又は第二項の規定による指定をしたときは、国土交通省令で定

めるところにより、前項の国土交通省令で定める事項を公表するとともに、都道府県知事にあつては、

関係市町村の長に通知しなければならない。 

 


